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茨城県内
1日	 	茨城県によれば、県内での映画やドラマ撮影等

を支援するフィルムコミッション事業による
2022年度のロケ支援作品数は619作品と前年に比
べ＋13.8％の増加、撮影日数は延べ1,524日と同
＋45.7％の増加、同事業開始の2002年度以降で
ともに過去最高を記録

３日	 	つくば市は、自転車とジオパークの複合拠点「筑
波山ゲートパーク」を開設、サイクルパークつく
ばには国際大会が可能な全長約380メートルの
BMXレーシングコース等を、つくばジオミュージ
アムには、教育や観光振興を目的とした自然や文
化を次世代に伝える体験型展示施設等を整備

7日	 	環境省は、「脱炭素先行地域（第4回）」につくば
市を選定（茨城県内で初）、同制度は、2050年の
カーボンニュートラル達成に向けて先行的な取
組みを30年度までに先んじて実行する100地域を
選定するもの

10日	 	スポーツ庁は、スポーツを活用したまちづくり
に取り組む自治体を表彰する、第3回「スポーツ・
健康まちづくり優良自治体表彰」の表彰式を開
催、茨城県では笠間市と境町がともに3年連続で
選定、全国では計26自治体を選定

10日	 	茨城県・守谷市・株式会社ヤクルト本社・株式
会社ヤクルト球団は、東京ヤクルトスワローズ
ファーム施設の移転に関する基本協定を締結、
同施設は2027年シーズンから開業予定

20日	 	茨城県は、茨城港常陸那珂港区と中国・上海港を
結ぶ定期コンテナ航路が新たに就航すると公表

22日	 	茨城県「茨城県の人口と世帯（推計）」（2023年
11月1日現在）によれば、阿見町の常住人口は5
万14人と、単独で市制移行できる要件の一つで
ある5万人を突破

24日	 	文化審議会は、クラフトシビックホール土浦（土
浦市民会館）を国指定の登録有形文化財（建造物）
に指定するよう文部科学大臣に答申

24日	 	国土交通省の2023年度「手づくり郷土賞」に、
民間非営利任意団体・守谷市観光協会「市民手
づくりの本格的自然歩道『守谷野鳥のみち』～
市街地隣接大規模未利用地緑地の戦略的活用」
を選定

28日	 	茨城県は、2023年度12月補正予算案を公表、補
正予算額は56億16百万円、2023年台風第13号で
被災した中小企業支援や災害復旧及び災害防止
対策等に予算を計上

国内・国外
1日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル

ファンド（FF）金利の誘導目標を5.25～5.50％に
据え置くことを決定

2日	 	年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）によ
れば、2023年7～9月期の収益額は▲6,832億円（収
益率▲0.31％）、01年度以降の累積収益額は	
＋126兆6,826億円（年率＋3.91％）

2日	 	政府は、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」
を閣議決定。物価高から国民生活を守る、地方・
中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向
上と地方の成長を実現する、成長力の強化・高
度化に資する国内投資を促進する、人口減少を
乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・推
進する、国土強靱化、防災・減災など国民の安全・
安心を確保する、の5本の柱で取りまとめ。本経
済対策の財政支出は21.8兆円、民間投資等を加え
た事業規模は37.4兆円

7日	 	公益財団法人	日本生産性本部によれば、わが国
の2022年度時間当り名目労働生産性は5,110円
（前年度比＋70円）、時間当り実質労働生産性上
昇率は＋0.7％（同▲0.9ポイント）

10日	 	政府は、2023年度補正予算案を閣議決定。歳出
総額は13.2兆円（うち経済対策向け13.1兆円）、
当初予算と合わせた総額は127.6兆円

10日	 	財務省によれば、2023年9月末の国債・借入金等
「国の借金」残高は1,275.6兆円と前年度末（23年
3月末）に比べ＋0.40％の増加

15日	 	内閣府によれば、2023年7～9月期の実質GDP（速
報値、季節調整済）は、前期比年率換算で▲2.1％
の減少（4～6月期は同＋4.5％）

15日	 	日本政府観光局（JNTO）によれば、2023年10月
の訪日外国人客数は2,516,500人とコロナ前の19
年10月に比べ＋0.8の増加

17日	 	厚生労働省・文部科学省によれば、2024年3月卒
業予定大学生の就職内定率（10月1日現在）は
74.8％と前年同期に比べ＋0.7ポイント上昇

17日	 	国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報
告」（2023年7月1日～10月1日）によれば、主要
都市の高度利用地（全国80地区）の97.5％の地
価が3か月前に比べ上昇（前回同92.5％）

22日	 	内閣府は、11月の月例経済報告で、わが国の景
気は、「このところ一部に足踏みもみられるが、
緩やかに回復している」と判断を引下げ

経済トピックス　2023年11月 経済情報ピックアップ
訪日客の動向について

経済情報ピックアップ

〇訪日客数が単月で初めてコロナ前の水準を上回る
日本政府観光局（JNTO）が11月15日に公表した「訪日
外客統計」によれば、2023年10月の訪日客数は251.7万人
と、新型コロナウイルス流行前の19年10月に比べ＋0.8％
増加しました（図1）。22年10月に入国者数の上限撤廃や
個人旅行解禁など感染症に関する国の水際対策が大幅に
緩和されてから１年が経過するなか、訪日客数は順調に
回復し、単月で初めてコロナ前の水準を上回りました。
結果を国・地域別にみると（表1）、シンガポールをは
じめとした東南アジア、米国や豪州を含む米欧豪地域な
どで訪日客数が回復しています。また、同局が公表して
いる23の国・地域のうち韓国、台湾、シンガポール、イ
ンドネシア、フィリピン、ベトナム、インド、豪州、米国、
カナダ、メキシコ、ドイツ、イタリア、スペインといっ
た14の国・地域からの訪日客数が10月としては過去最
高を記録しました。
一方で、中国からの訪日客数は低い水準が続いていま
す（19年10月比▲64.9％）。23年8月に中国政府は、日
本への団体旅行を約３年半振りに解禁しましたが、その
後の東京電力福島第1原子力発電所における処理水の海
洋放出への反発などの影響が、団体旅行客の戻りの鈍さ
につながっていると考えられます。

〇訪日観光消費額は四半期ベースで過去最高に
訪日客数の増加に伴い、訪日客による消費も回復が鮮
明になっています。観光庁によれば、23年7～9月の訪
日外国人旅行消費額（１次速報値）は1兆3,904億円と四
半期ベースで過去最高を記録しました。コロナ禍で積み

上がった需要（ペントアップ需要）の顕現に加え、円安下
での割安感による購買意欲の押し上げが背景にあると考
えられます。
2022年入り後の為替相場は、歴史的な高インフレを背
景に利上げを実施する海外各国・地域と日本との金利差
拡大や、日本の輸入依存度が高いエネルギー資源や食料
価格の上昇に伴う輸入額増加を背景とした貿易赤字額の
拡大などから、円安が進行しました。
訪日客による消費額は、こうした品目の輸入額に比べ
ると規模は小さいですが、年間で5兆円近くにも上りま
す。また、統計上ではサービスの輸出に分類され、モノ
の輸出と同様に外貨を獲得することから、為替市場では
円買い要因として働きます。そのため訪日消費額の増加
は、観光産業への経済効果だけでなく、経常収支の下支
えにもなります。

〇茨城空港の中国便が再び就航停止
コロナ禍で運休が続いていた茨城空港と中国・上海を
結ぶ定期便は、23年8月4日に約3年半振りに就航が再
開しました。しかし、利用実績の低迷を理由に10月29
日から再び運休、同19日に再開した中国・福州を結ぶ連
続チャーター便もわずか2往復で運休となるなど、中国
からの訪日客数の伸び悩みは、茨城県にも影響を与えて
います。
大型観光促進施策「デスティネーションキャンペーン」
の影響もあり国内客中心に回復しつつある茨城県の観光
ですが、訪日客の本格的な回復も待たれます。

（筑波総研　研究員　金田　憲一）

図 1　訪日客数の月次比較 （2019 年・2023 年） 表 1　訪日客数上位の国・地域 （2023 年 10 月）

出所：日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

350

300

250

200

150

100

50

0

20.0

10.0

0.0

-10.0

-20.0

-30.0

-40.0

-50.0

万人 ％

2019年 2023年 2019年同月比（右軸）
国・地域

訪日客数（万人）
増減率（％）

2019年10月 2023年10月
総数 249.7 251.7 0.8
韓国 19.7 63.1 219.9
台湾 41.4 42.5 2.7
中国 73.1 25.6 ▲ 64.9
米国 15.3 21.2 38.2
香港 18.1 17.9 ▲ 0.7
タイ 14.5 12.5 ▲ 14.3
フィリピン 6.5 6.9 7.0
豪州 5.2 6.2 20.2
シンガポール 4.2 5.5 31.4
カナダ 3.8 5.2 37.3
出所：日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」
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